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（目的）  

第１条 「聖学院大学公正な研究活動の推進に関する内規」（以下「内規」という。）第 18条及び第 20 条に規

定する不正行為に関する予備調査及び本調査については、内規に定めるもののほか、この細則の定めるとこ

ろによる。  

（資料等の保全）  

第２条 部局の長は、内規第 11 条第１項の規定による不正行為に関する調査の申立てがあった場合において

必要があると認めるとき、又は内規第 18 条第１項から第３項までの規定による研究公正委員会（以下「委

員会」という。）からの調査等の指示があったときは、当該調査等の適正かつ円滑な実施を確保するため、

証拠となるべき資料等の保全その他の必要な措置をとるものとする。  

（予備調査）  

第３条 予備調査は、前条の規定により保全された資料等及び必要に応じて収集した資料等に基づき、次に掲

げる方法により、不正行為の有無及び内容について調査する。  

（１）調査の申立てをした者（以下「申立者」という。）、調査対象の研究者等（以下「対象研究者」とい

う。）その他関係者からの証言の聴取  

（２）データ等の各種資料の精査  

（３）研究報告の原稿又は発表記録等の精査  

（４）対象となる研究資金の精査  

（５）予備調査記録の作成  

（６）その他適正な調査のため必要な方法  

（予備調査を行う者から除外する者）  

第４条 前条の調査の公正を確保するため、対象研究者及び申立者に関係する者は、調査を行う者から除外す

る。  

（調査における研究又は技術上の情報の保護）  

第５条 予備調査に当たっては、調査対象における公表前のデータ、論文等の研究又は技術上秘密とすべき情

報が、調査の遂行上必要な範囲外に漏えいすることのないよう、十分に配慮するものとする。  

（予備調査の終了期限の延長）  

第６条 部局の長は、やむを得ない事情により、内規第 18 条第５項に定める期限内に予備調査を終了するこ

とができないおそれがある場合には、期限までに、その旨を記載した理由書を委員会の委員長に提出し、そ

の承認を得なければならない。  

（予備調査結果報告書の作成等）  

第７条 部局の長は、予備調査を終了したときは、次に掲げる事項を記載した予備調査結果報告書を作成し、

これに関係資料を添えて委員会の委員長に報告するものとする。  

（１）予備調査を実施した者の職名及び氏名  

（２）調査方法及び手順  

（３）調査の概要及び結果（関係者の証言要約、対象研究者の弁明、不正行為の具体的な内容等）  

（４）対象となる研究資金  

（５）調査を踏まえた部局としての結論と判断理由  

（６）不正行為があったと判断した場合、その発生要因及び再発防止策  
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（本調査）  

第８条 本調査は、部局における予備調査の結果報告書及びこれに伴う関係資料並びに必要に応じて収集した

資料等に基づき、次に掲げる方法により、特定不正行為の有無及び内容について調査する。  

（１）予備調査結果報告書の精査  

（２）その他適正な調査のため必要な方法  

（認定） 

第９条 不正行為が行われたか否かを認定する場合は、被申立て者の自認を唯一の証拠とせず、物的・科学的

根拠、証言、被申立て者の自認等の諸証拠から総合的に判断する。 

２ 不正行為があったと認定した場合は、その内容・不正行為に関与した者とその関与の度合、研究や論文等

における役割を認定する。 

（本調査の終了期限の延長）  

第 10 条 調査委員会の調査委員長は、やむを得ない事情により、内規第 20 条第１項に定める期限内に本調査

を終了することができないおそれがある場合には、期限までに、その旨を記載した理由書を委員会の委員長

に提出し、その承認を得なければならない。  

（改廃手続） 

第 11 条 この細則の改廃は、大学教授会の議を経て、学長が決定する。 

附 則 

この細則は、2015 年 12 月１日から施行する。 


